
民間金融機関から融資を受ける際には、各都道府県の農業信用
基金協会を保証人とすることで融資が受けやすくなります。

～活用事例～～活用事例～
稲作を営む農業法人Ａ社は、規模拡大による営農面積の増加と、農業者
の高齢化といった状況に対応するため、スマート農機具（無人トラク
ター、農薬散布用ドローン）の購入を計画していましたが、災害の影響
を受けやすいことや投下資本の回収に期間を要するといった農業特有の
事情により、金融機関から融資を受けにくい状況にありました。このた
め、農業信用基金協会の保証を利用することにより、金融機関の融資審
査もスムーズに進み、Ａ社は必要な資金を調達することができました。



　農業信用保証保険制度は、農業者等や地方公共団体等の出資により設立された農業
信用基金協会が、融資機関から資金の貸付けを受ける農業者等の債務を保証し、この
保証について独立行政法人農林漁業信用基金（略称「信用基金」）が保証保険を行う
仕組みとなっています。
　また、信用基金は、農業信用基金協会が保証する場合を除き、融資機関の大口貸付

け等について直接保険引受けをする融資保険も行っています。 





他業種の法人が農業分野に参入しても、保証を
受けることはできますか？

事業計画や事業内容が妥当であり、実際に農業に従事
する場合は保証可能です。詳しくはお近くの農業信用
基金協会へご相談ください。

Q5
A5

FAQ（よくあるお問い合わせ）

農業信用基金協会

https://www.jaffic.go.jp/guide/nou/kyoukai_list.html

お近くの農業信用基金協会は、こちらから検索できます。

農業信用保証の利用を考えていますが、
どこに相談すればよいですか？

農業信用保証を利用するには、どのぐらいの
費用がかかりますか？

新設法人で決算書がなくても、保証を受ける
ことはできますか？

農業信用保証の利用対象者を教えてください。

お近くの金融機関の窓口や農業信用基金協会へ、
お気軽にご相談ください。ご相談は無料です。

借入金額等に応じた保証料をお支払いいただきます。
また、農業信用基金協会へ出資が必要な場合があります。

決算書がなくても、事業計画が妥当であれば保証可
能です。詳しくはお近くの農業信用基金協会へご相
談ください。
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農業を営む方、農業に従事する方が対象となりま
す。 A3


